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   １ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87特定の償却資産の償却 

資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費 

用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並びに減 

損損失累計額 

   ２ たな卸資産の明細 

   ３ 有価証券の明細 

   ４ 長期貸付金の明細 

   ５ 長期借入金及び（何）債券の明細 

   ６ 引当金の明細 

   ７ 資産除去債務の明細 

８ 法令に基づく引当金等の明細 

   ９ 保証債務の明細 

  １０ 資本金及び資本剰余金の明細 

   １１ 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

  １２ 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 

   １３ 国等からの財源措置の明細 

  １４ 役員及び職員の給与の明細 

  １５ 開示すべきセグメント情報（事業の種類別セグメント情報） 

  １６ 主な資産、負債、費用及び収益の明細 



単位：円
資産の部
Ⅰ流動資産

現金及び預金 145,014,487
未収入金 5,086,636

流動資産合計 150,101,123
Ⅱ固定資産
   １．有形固定資産

建物 3,770,921,569
   建物減価償却累計額 -1,555,361,415 2,215,560,154
構築物 330,756,880
   構築物減価償却累計額 -241,441,660 89,315,220
車両運搬具 1,596,000
   車両運搬具減価償却累計額 -365,443 1,230,557
工具器具備品 98,403,783
   工具器具備品減価償却累計額 -55,705,700 42,698,083
リース資産 53,562,571
   リース減価償却累計額 -53,562,571 0
土地 141,171,140

有形固定資産合計 2,489,975,154

   ２．無形固定資産
ソフトウェア 1,434,471
その他の無形固定資産 735,000

無形固定資産合計 2,169,471

　固定資産合計 2,492,144,625

　　資産合計 2,642,245,748

負債の部
   Ⅰ流動負債

運営費交付金債務 33,980,000
預り寄附金 12,356,905
業務未払金 76,914,618
預り科学研究費補助金 12,039,730
その他流動負債 649,360

流動負債合計 135,940,613

   Ⅱ固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金 43,302,341
資産見返物品受贈額 678,877 43,981,218

固定負債合計 43,981,218

　負債合計 179,921,831
純資産の部
   Ⅰ資本金

政府出資金 3,615,041,440

資本金合計 3,615,041,440

   Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 623,697,749
損益外減価償却累計額 -1,790,535,202 

資本剰余金合計 -1,166,837,453 

   Ⅲ利益剰余金
積立金 9,052,433
当期未処分利益 5,067,497
  　 （うち当期総利益 5,067,497 ）

利益剰余金合計 14,119,930

純資産合計 2,462,323,917

   負債純資産合計 2,642,245,748

注記事項 1　　運営費交付金から充当されるべき賞与の当期末見積額は、 13,541,023円である。
注記事項２　　運営費交付金から充当されるべき退職手当の当期末見積額は、 213,683,809円である。

貸  借  対  照  表
 第１２期（平成２５年３月３１日）
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単位：円
経常費用

業務費
研修受入事業費

給料手当 44,582,170
福利厚生費 6,004,222
借料及び損料 18,114,157
光熱水料 44,736,890
修繕費 36,075,803
業務委託費 122,764,008
減価償却費 10,234,097
その他 42,512,333 325,023,680

交流事業費
給料手当 14,469,360
福利厚生費 1,948,700
旅費 1,289,150
修繕費 536,819
業務委託費 4,304,318
減価償却費 152,287
その他 4,878,057 27,578,691

調査研究事業費
給料手当 23,069,259
福利厚生費 3,106,915
業務委託費 1,230,838
その他 7,933,097 35,340,109

情報事業費
給料手当 33,601,926
福利厚生費 4,525,429
借料及び損料 6,064,009
修繕費 1,525,878
業務委託費 13,780,676
減価償却費 20,347,652
その他 33,823,182 113,668,752

受託事業費
諸謝金 830,219
業務委託費 709,565
その他 3,434,052 4,973,836

一般管理費
給料手当 89,186,344
福利厚生費 12,172,794
減価償却費 227,326
備品消耗品費 3,464,327
その他 22,754,505 127,805,296

財務費用
支払利息 207,653 207,653

　　経常費用合計 634,598,017

経常収益
運営費交付金収益 523,284,682
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 11,030,744
資産見返物品受贈額戻入 4,513 11,035,257

施設使用料収入 93,630,275
受託事業収入

受託事業収入（国以外） 4,973,836
その他事業収入 992,712
寄附金収益 966,889
財務収益

受取利息 95 95
雑益 4,781,768

経常収益合計 639,665,514
経常利益 5,067,497

臨時損失
固定資産除却損 182,686

臨時損失合計 182,686

臨時利益
資産見返物品受贈額戻入 182,686

臨時利益合計 182,686

当期純利益 5,067,497
当期総利益 5,067,497

損  益  計  算  書

第１２期（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）
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                        キャッシュ・フロー計算書
      　　　                           第１２期（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

単位：円
Ⅰ  業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 -185,548,327 
設備維持運営にかかる支出等 -28,522,783 
借料及び損料支出 -24,770,610 
水道光熱燃料費支出 -57,103,682 
その他の業務支出 -307,743,283 
運営費交付金収入 530,124,000
受託事業収入 24,573,384
施設使用料収入 91,331,125
寄附金収入 1,234,666
助成金収入 0
その他の業務収入 992,712
雑益 4,987,607
消費税等の支払額 -3,454,100 
預り科学研究費補助金の増減 10,015,820
小計 56,116,529
利息の受取額 95
利息の支払額 -207,653 
国庫納付金支払額 0

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 55,908,971

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 -3,559,395 
無形固定資産の取得による支出
施設費による収入

　　投資活動によるキャッシュ・フロー -3,559,395 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 -20,710,111

　　財務活動によるキャッシュ・フロー -20,710,111

Ⅳ  資金増加額 31,639,465
Ⅴ  資金期首残高 113,375,022
Ⅵ  資金期末残高 145,014,487

注記事項
　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成25年3月31日現在）
　　　　現金及び預金 145,014,487
　　　　資金期末残高 145,014,487

- 3 -



                       利益の処分に関する書類
                                        第１２期（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

単位：円

Ⅰ  当期未処分利益 5,067,497

当期総利益 5,067,497

Ⅱ  利益処分額

 積立金 5,067,497 5,067,497
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単位：円

Ⅰ  業務費用
（１） 損益計算書上の費用

研修受入事業費 325,023,680
交流事業費 27,578,691
調査研究事業費 35,340,109
情報事業費 113,668,752
受託事業費 4,973,836
一般管理費 127,805,296
財務費用 207,653
固定資産除却損 182,686 634,780,703

（２） （控除）自己収入等
施設使用料収入 -93,630,275 
受託事業収入 -4,973,836 
その他事業収入 -992,712 
寄附金収益 -966,889 
資産見返寄附金戻入 0
財務収益 -95 
雑益 -4,781,768 -105,345,575 

　　　　業務費用合計 529,435,128

Ⅱ  損益外減価償却相当額 149,835,124

Ⅲ  引当外賞与見積額 -102,734 

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 11,623,634

Ⅴ  機会費用
国又は地方公共団体の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会費用 5,946,158
政府出資等の機会費用 14,129,481 20,075,639

Ⅵ  行政サービス実施コスト 710,866,791

注記事項　　引当外退職給付増加見積額について
　　　　　　　　 国又は地方公共団体からの出向役職員は6名、金額は2,960,583円である。

 行政サービス実施コスト計算書

 第１２期（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１．   運営費交付金収益の計上基準 

研修受入事業、交流事業、調査研究事業及び情報事業に係る物件費相当並びに退職手当に

係る経費相当については、業務達成基準（当該業務等の達成度に応じて、財源として予定されて

いた運営費交付金債務を収益化する方法）を採用している。 

 また、人件費相当及び管理業務に係る物件費相当については、期間進行基準（一定の期間の経

過を業務の進行とみなし、運営費交付金債務を収益化する方法）を採用している。 

 

２． 減価償却の会計処理方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物 ２～５０年 

構築物 ２～５０年 

車両運搬具 ７年 

工具器具備品 ２～１５年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益

外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。 

（２） 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用している。 

なお、耐用年数は、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５

年）に基づいている。 

（３） リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。 

 

３． 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当

金は計上していない。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第８９

第４項に基づき計算された退職一時金の当期増加額に基づいて計上している。 
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４． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(ア) 国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の算定方法 

       県の算定基準に基づき計算している。 

(イ) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

       決算日における１０年国債（新発債）の利回りに基づき０．５６０％で計算している。 

５．   消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式による。 

 

６．   リース取引の処理方法 

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。 

 

７．   ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額 

ファイナンス・リース取引について、当該取引にかかる収益化額と、当該取引により計上された固

定資産の減価償却費、維持管理費及びリース債務に係る支払利息額との間に差が生じており、当

該差額が当事業年度の損益に影響を与えている。当該ファイナンス・リース取引が損益に与える影

響額は784,006円であり、当該影響額を除いた当期総利益は4,283,491円となる。 

  

Ⅱ．重要な会計方針の変更 

該当事項はない。 

 

Ⅲ．減損会計関係 

１．   減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）に関する事項 

 

（１） 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

用  途 種  類 場  所 帳簿価額 
プール棟 建物 埼玉県比企郡 118,775,671 円

電話加入権 電話加入権 埼玉県比企郡 735,000 円
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（２）減損の兆候の概要 

プール棟については、将来的な使用可能性が著しく低下する見込であることから、減損の兆候

有りと判断した。 

電話加入権については、市場価格が著しく下落している。 

    

   （３）使用しなくなる日 プール棟 平成２７年度（予定） 

 

２．   電話加入権については、正味売却価額は帳簿価額から 50%以上下落しているが、使用価値相当

額(ＮＴＴの公定価格)が帳簿価額を上回るため、減損の認識は行っていない。 

 

Ⅳ．重要な債務負担行為 

該当事項はない。 

 

Ⅴ．金融商品関係 

１．  金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、資金調達は行っていない。 

未収債権等に係る顧客の信用リスクは、国の債権と管理等に関する法律等に沿ってリスク低減を図っ

ている。 

 

２． 金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。 

                                                 （単位：円） 

 貸借対照表計上額 時  価 差  額 

（１）  現金預金 

（２）  未収入金 

（３）  業務未払金 

145,014,487

5,086,636

(76,914,618)

145,014,487

5,086,636

(76,914,618)

－ 

－ 

（－） 

（注） 負債に計上されているものは、 （ ）で示している。 

（注１） 金融商品の時価の算定方法 

 資  産 

（１）  現金及び預金、及び （２） 未収入金 

これらの時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、 当該帳簿価額によっている。 

    負  債 

（３） 業務未払金 

   これらの時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 
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（注 2） 金銭債権の決算日後の償還予定額 

区  分 １年以内 １年超 

５年以内 

５年超 

10 年以内 

10 年超 

 現金及び預金 

 未収入金 

145,014,487

 5,086,636

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

合  計 150,101,123 － － － 

 

（注 3） 業務未払金の決算日後の返済予定額 

区  分 １年以内 １年超 

５年以内 

５年超 

10 年以内 

10 年超 

 業務未払金 76,914,618 － － － 

合  計 76,914,618 － － － 

 

Ⅵ． 資産除去債務関係 

埼玉県から借用している土地（会館敷地等）の返還時において、不動産賃借契約に基づき必要となる

原状回復に係る債務及び石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務に係る債務

を有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間は明確でなく、また、将来会館を取り壊して

移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができない。そのため、当該債務に

見合う資産除去債務を計上していない。 

 

Ⅶ． 賃貸等不動産関係 

該当事項はない。 

 

Ⅷ．重要な後発事象 

該当事項はない。 
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　Ⅶ　附　　属　　明　　細　　書

１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第９１資産除却　
    債務 に係る特定の除却費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並びに減損損失累計額

（単位：円）

有形固定 建物 13,436,463 1,522,500 0 14,958,963 5,037,213 1,593,620 0 9,921,750

資産（償却費
構築物 5,785,500 0 0 5,785,500 4,830,604 483,682 0 954,896

損益内）

車両運搬具 1,596,000 0 0 1,596,000 365,443 203,968 0 1,230,557

工具器具備品 78,126,758 6,204,818 1,826,856 82,504,720 52,105,756 8,242,973 0 30,398,964 ※１

リース資産 53,562,571 0 0 53,562,571 53,562,571 10,042,981 0 0

計 152,507,292 7,727,318 1,826,856 158,407,754 115,901,587 20,567,224 0 42,506,167

有形固定 建物 3,755,962,606 0 0 3,755,962,606 1,550,324,202 144,171,669 0 2,205,638,404

資産（償却費
構築物 324,971,380 0 0 324,971,380 236,611,056 4,042,991 0 88,360,324

損益外）

工具器具備品 15,899,063 0 0 15,899,063 3,599,944 1,620,464 0 12,299,119

計 4,096,833,049 0 0 4,096,833,049 1,790,535,202 149,835,124 0 2,306,297,847

非償却資産 土地 141,171,140 0 0 141,171,140 － － 0 141,171,140

計 141,171,140 0 0 141,171,140 － － 0 141,171,140

建物 3,769,399,069 1,522,500 0 3,770,921,569 1,555,361,415 145,765,289 0 2,215,560,154

有形固定 構築物 330,756,880 0 0 330,756,880 241,441,660 4,526,673 0 89,315,220

資産合計
車両運搬具 1,596,000 0 0 1,596,000 365,443 203,968 0 1,230,557

工具器具備品 94,025,821 6,204,818 1,826,856 98,403,783 55,705,700 9,863,437 0 42,698,083

リース資産 53,562,571 0 0 53,562,571 53,562,571 10,042,981 0 0

土地 141,171,140 0 0 141,171,140 － － 0 141,171,140

建設仮勘定 0 0 0 0 － － 0 0

計 4,390,511,481 7,727,318 1,826,856 4,396,411,943 1,906,436,789 170,402,348 0 2,489,975,154

無形固定 ソフトウェア 2,555,070 0 0 2,555,070 1,120,599 511,014 0 1,434,471

リース資産 52,709,993 0 0 52,709,993 52,709,993 9,883,124 0 0

資産
その他の無形
固定資産 735,000 0 0 735,000 － － 0 735,000

計 56,000,063 0 0 56,000,063 53,830,592 10,394,138 0 2,169,471

（特殊な理由による増減）
※１　　除却による資産の減少 工具器具備品 1,826,856 円

期末
減価償却累計額

差引当期末
摘要当期償

残高 残高却額

減損損
失累計

額
資産の種類

期首 当期 当期

残高 増加額 減少額

- 10 -



２　たな卸資産の明細 該当なし

３　有価証券の明細 該当なし

４　長期貸付金の明細 該当なし

５　長期借入金及び（何）債券の明細 該当なし

６　引当金の明細 該当なし

７　資産除去債務の明細 該当なし

８　法令に基づく引当金等の明細 該当なし

９　保証債務の明細 該当なし
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１０　資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

資本金 政府出資金 3,615,041,440 0 0 3,615,041,440

計 3,615,041,440 0 0 3,615,041,440

資本剰 資本剰余金

余金 　 施設費 994,802,726 0 0 994,802,726

 　政府出資金 -371,839,977 0 0 -371,839,977 

　 無償譲与 735,000 0 0 735,000

計 623,697,749 0 0 623,697,749

損益外減価

償却累計額 -1,640,700,078 -149,835,124 0 -1,790,535,202 

差引計 -1,017,002,329 -149,835,124 0 -1,166,837,453 

区　分
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１１　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

（１）積立金等の明細

（２）目的積立金の取崩しの明細
　　　該当なし

9,052,433
当期増加額は平成23年度の利益
処分によるものである。通則法４４条１項積立金 0 9,052,433 0

（単位：円）
区　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要
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１２　運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細  （単位：円）

交付年度 期首残高 交付金当 当期振替額 期末残高

期交付額

運営費交 資産見返 資本剰余 小計

付金収益 運営費交 金

付金

平成２３年度
34,868,000 0 34,868,000 0 0 34,868,000 0

531,012,000 33,980,000合　　　計 34,868,000 530,124,000 523,284,682 7,727,318 0

496,144,000 33,980,000
平成２４年度

0 530,124,000 488,416,682 7,727,318 0
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

　②　平成２３年度交付分 （単位：円）
金　　　額

①　業務達成基準を採用した業務：退職手当に係る経費相当及び研修受入、交流、
  調査研究及び情報事業に係る物件費相当
②　当該業務に係る損益等
　ア）損益計算書に計上した費用の額：33,772,869

修繕費 29,237,000
業務委託費 4,535,869

③　運営費交付金収益化額の積算根拠
年度計画の業務達成度に応じて、財源として予定されていた運営費交付金の計画
額を収益化

0

0

0

0

　　―　（期間進行基準を採用した業務は無い）

費用進行
基準による
振替額

運営費交付金収益

―　（費用進行基準を採用した業務は無い）
資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

34,868,000

期間進行
基準による
振替額

運営費交付金収益 0

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計 0

区　　　　　　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳

業務達成
基準による
振替額

運営費交付金収益 34,868,000

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計

- 15 -

0

0

34,868,000

会計基準第８１第３項による振替額 ―

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

計
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

　②　平成２４年度交付分 （単位：円）
金　　　額

①　業務達成基準を採用した業務：退職手当に係る経費相当及び研修受入、交流、
  調査研究及び情報事業に係る物件費相当
②　当該業務に係る損益等
　ア）損益計算書に計上した費用の額：332,717,395

給料手当 24,080,068 修繕費 8,901,500
借料及び損料 24,720,857 業務委託費 137,543,971
諸謝金 13,499,648 印刷製本費 4,410,396
光熱水料 47,245,321 旅費 3,609,090
燃料費 3,959,224 図書費 11,205,253
備品消耗品費 33,312,804 その他の経費 20,229,263

　イ）短期リース債務に係る支出額：26,283,186
　ウ）自己収入に係る収益計上額： 94,215,320

施設使用料収入 93,630,275 その他事業収入 585,045
③　運営費交付金収益化額の積算根拠
年度計画の業務達成度に応じて、財源として予定されていた運営費交付金の計画
額を収益化
①　期間進行基準を採用した業務：人件費相当及び管理業務に係る物件費相当

②　当該業務に係る損益等
　ア）損益計算書に計上した費用の額：231,741,202

給料手当 180,828,991 備品消耗品費 3,464,327
福利厚生費 24,283,551 その他の経費 23,164,333

　イ）自己収入に係る収益計上額： 5,189,530
その他事業収入 407,667 雑益 4,781,768
財務収益 95

③　固定資産の取得額：7,727,318

④　運営費交付金収益化額の積算根拠
一定の期間の経過を業務の進行とみなし、当該業務に充てられる運営費交付金の
全額を収益化

0

0

0

0

期間進行
基準による
振替額

7,727,318

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

221,759,418

区　　　　　　　　　　分

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

業務達成
基準による
振替額

―　（費用進行基準を採用した業務は無い）

運営費交付金収益

費用進行
基準による
振替額

計

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訳

0

274,384,582計

計

0資本剰余金

資本剰余金

資産見返運営費交付金

266,657,264

221,759,418

資本剰余金 0

- 16 -

0

0

496,144,000

（３）運営費交付金債務残高の明細  
交付年度

平成24年度
業務達成基準を採用

した業務に係る分
33,980,000 平成25年度施設改修工事に当てるための繰越。

期間進行基準を採用した業務に係る分
費用進行基準を採用した業務に係る分

運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化の計画

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

―会計基準第８１第３項による振替額

計
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１３　国等からの財源措置の明細

　　　該当なし

１４　役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

区　　　　分

支　　給　　額 支給人員 支　　給　　額 支給人員

(408) (2) - -

役　　　　員 23,606 2 - -

(42,480) (13) (800) (13) 

職　　　　員 139,614 24 - -

(42,888) (15) (800) (13) 

合　　　　計 163,220 26 - -

（注１）  役員に対する報酬等の支給の基準及び職員に対する給与の支給の基準は次のとおり。

          　　①役員については、独立行政法人国立女性教育会館役員給与規程及び独立行政法人

　　　　　　　　 国立女性教育会館役職員の給与の臨時特例に関する規程による。

          　　②職員については、独立行政法人国立女性教育会館職員給与規程及び独立行政法人

　　　　　　　　 国立女性教育会館役職員の給与の臨時特例に関する規程による。

（注２）  支給人員数は、年間平均支給人員数による。

（注３）  （    ）内は、非常勤の役員又は職員について外数で記載

報 酬 又 は 給 与 退　職　手　当
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１５　開示すべきセグメント情報（事業の種類別セグメント情報）

（単位：円）
研修受入

事業
交流事業 調査研究事業 情報事業 受託事業 計 法人共通 合計 摘　要

Ⅰ事業費用、事業収益及び事業損益

　 事業費用

　 　業務費 325,023,680 27,578,691 35,340,109 113,668,752 4,973,836 506,585,068 506,585,068

　 　一般管理費 127,805,296 127,805,296

　 　財務費用 207,653 207,653 207,653

　 　計 325,023,680 27,578,691 35,340,109 113,876,405 4,973,836 506,792,721 127,805,296 634,598,017

　 事業収益

 　　運営費交付金収益 239,819,822 30,175,739 35,391,138 63,509,428 0 368,896,127 154,388,555 523,284,682

 　　資産見返負債戻入 10,234,097 152,287 0 421,547 0 10,807,931 227,326 11,035,257

 　　施設利用料収入 92,253,517 1,376,758 0 0 0 93,630,275 93,630,275

　　 受託事業収入 0 0 0 0 4,973,836 4,973,836 4,973,836

　　 寄附金収益 545,320 0 421,199 0 0 966,519 370 966,889

 　　その他事業収入 228,355 0 166,062 479,875 0 874,292 118,420 992,712

 　　財務収益 0 0 0 0 0 0 95 95

 　　雑益 0 0 0 0 0 0 4,781,768 4,781,768

　 　計 343,081,111 31,704,784 35,978,399 64,410,850 4,973,836 480,148,980 159,516,534 639,665,514

　事業損益 18,057,431 4,126,093 638,290 -49,465,555 0 -26,643,741 31,711,238 5,067,497

Ⅱ総資産額

   建物
2,054,710,487 30,574,730 0 84,634,398 0 2,169,919,615 45,640,539 2,215,560,154

　 構築物
82,830,935 1,232,550 0 3,411,841 0 87,475,326 1,839,894 89,315,220

　 リース資産
0 0 0 0 0 0 0 0

　 土地
130,922,115 1,948,162 0 5,392,738 0 138,263,015 2,908,125 141,171,140

その他
42,751,388 636,154 0 1,760,948 0 45,148,490 151,050,744 196,199,234

計
2,311,214,925 34,391,596 0 95,199,925 0 2,440,806,446 201,439,302 2,642,245,748

（注１）  事業の種類の区分方法及び事業の内容は次のとおり。
          　　①事業の種類の区分方法は、中期計画に基づく区分による。
          　　②事業の内容は、研修受入事業、交流事業、調査研究事業、情報事業、受託事業である。
（注２）  事業費用は、各セグメントの事業実施により発生した事業費用を記載し、事業収益は、運営費交付金収益については各セグメントに配賦した。
　　　　　支出予算額と自己収入予算額の差額をもとに収益化を行い、その他については、事業実施により発生した自己収益を記載した。
（注３）  国又は地方公共団体による財源措置等は、受託事業収入0円である。
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（注４）  一般管理費、その他事業収入のうち主に財産貸付料、財務収益及び雑益は、法人共通欄に記載した。
（注５）  総資産のうち現金及び預金、未収入金については、法人共通欄に記載した。
（注６）  損益外減価償却相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額の各セグメント別金額は、次のとおりである。

（単位：円）
研修受入

事業
交流事業 調査研究事業 情報事業 受託事業 計 法人共通 合計 摘　要

   損益外減価償却相当額 138,957,094 2,067,725 5,723,702 146,748,521 3,086,603 149,835,124

　 引当外賞与見積額 -22,263 -7,225 -11,521 -16,781 -57,790 -44,944 -102,734

   引当外退職給付増加見積額 2,518,958 817,490 1,303,474 1,898,604 6,538,526 5,085,108 11,623,634
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１６　主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金の明細 （単位：円）

区      分 金      額

現金 375,200

普通預金 144,639,287

現金及び預金計 145,014,487

②未払金の明細 （単位：円）

区      分 金      額 摘　　　要

（有）戸口工業 8,652,388 案内業務一式（３月分）　他

インフォコム（株） 7,675,815 InfoLib-DBRオプションパック　他

（株）ムトーセーフ 6,587,700 食堂用椅子　他

（株）放送サービスセンター 4,458,510 大会議室映像機器取付工事　他

東京電力（株） 3,656,931 電気料（３月分）

人件費 2,920,142 有期雇用職員給与　他

消費税 223,700

（株）紀伊國屋書店 2,419,221 和雑誌・外国雑誌　他

その他 40,320,211 事務用電子計算機システム賃借料他134件

業務未払金計 76,914,618

③未収入金 （単位：円）

区      分 金      額 摘　　　要

施設使用料未収金 4,337,800 医療機関新任職員研修　他

外国雑誌未着返納 351,435

その他 397,401

未収入金計 5,086,636
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